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若手研究者アンケートの第１次集計結果の分析と提言

―若手研究者の視点から―

安 成 哲 平

現在，若手研究者は研究生活・将来設計において非

常に困難な状況にある．1990年代に開始された「大学

院重点化」を含む科学技術基本計画により，大学院生

が大幅に増加した．しかし，大学院修了後の常勤ポス

トの大幅の増加は現在においても見込めず，常勤職に

就けないポスドク研究員が多々いることは皆さん周知

の事実である．そんな中，日本気象学会（以下「気象

学会」）と日本学術会議（以下「学術会議」）地球惑星

科学委員会国際大気科学協会（IAMAS）小委員会が

共同で，2008年３月に若手研究者に対するアンケート

調査を行った（中村ほか 2009；以下N09と略記）．

私自身も，まず気象学会として若手研究者の現状を把

握することが重要だと感じ，回答に協力させていただ

いた．その後，このアンケートのまとめ役でもある，

東京大学の中島映至教授と中村 尚准教授から，この

アンケートの集計作業へのお誘いを受け，そのお手伝

いをさせていただいている．

本稿では一若手研究者の視点からアンケート結果の

分析を行い，それをまとめることで 1，問題のど真ん

中に置かれている多くの若手研究者の意見を多少なり

とも代弁できれば幸いと考えている．なお，アンケー

トの集計結果は本号の記事（N09）に記載されてお

り，以下ではその結果を随時引用しつつ，筆者個人の

分析に基づく意見や提言を紹介する．

317名からの回答には，若手研究者が直面する問題

の深刻さを窺わせる意見が確かに集約されている．ま

た２つの自由回答項目（Q79・Q802）に寄せられた

個々の意見には若手研究者だけでなく，大学院生を含

む幅広い年齢層からの生の声が反映されている．これ

らの回答にはいくつかの重要な柱があると感じ，それ

に基づき，解決策のために特に重要だと思われる提言

を一若手研究者の立場から以下のように考えた．重要

事項には下線を引いておく．

①まず，Q75への回答では，「ポスドク研究員数の急

増が非常に深刻である」（選択肢 c）という意見が

突出している（N09の第４図）．そこで，まず現状

認知のために，ポスドク研究員や任期付研究員の

気象学会会員（気象系分野研究者）のうち，近い

将来任期が切れる人の数の確実な把握がこれら有

期雇用研究者の今後を考える上で非常に大切であ

ると考えられる．これは毎年行うべきで，該当者

を優先的にサポートしていくことが必須と考えら

れる．このための活動として，2009年２月に気象

学会とは別に私を含んだ気象系若手ポスドク研究

者の有志数名で，「ポスドク救済システム

SySPDMet（Supporting  System for Postdoc
 

Researchers in Meteorology）」を立ち上げた．こ

の試みにおいては，メーリングリスト（ymnet）

や気象学会掲示板等での呼びかけを通じて，上記

に該当する若手研究員を調査し，その情報を数人

の有志でまとめ，雇用主の研究者やプロジェクト

リーダーへ提供が可能となる．現在，登録者・利

用者共に少しずつ増えており，今後システムが有

効に利用されることが期待できそうである．

SySPDMetのようなシステムを有効活用し，契約

が切れた（あるいは切れそうな）際，若手研究者

が研究を継続できるポストを早急に確保できるよ

うになることが望まれる．生活の安定があって，

初めて研究に専念できるため，まずは研究生活が
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継続できることが大前提となる（研究が継続的に

できる環境の確保）．ここが一旦崩れてしまうと，

気象分野及び日本の科学分野に将来大きな取り返

しがつかない損失が出ることが懸念される．また，

「任期制では女性が出産できない」という女性研究

者の意見もあり，有期雇用であっても産休後に元

の研究環境に復帰できる制度を確立することが女

性研究者の増加を促すためにも大事である．

②国としての対策の見通しがない（立たない）状況

であれば，まずは気象学会の取組みとして，任期

付き研究者が気象系分野及び関連分野で研究を継

続できるポストを国内外問わずポスドクに常時各

研究機関・大学等で情報提供してはどうか．これ

はSySPDMetのようなシステムと並行してもい

い．同時に政府に対して，研究者雇用問題の深刻

さと将来への懸念を訴えるとともに，我々の分野

の重要性も訴え，研究費の拡大を求めることが重

要である．そのためには，アンケートの分析に基

づく提言を気象学会から迅速に公表しなければな

らない．実際，Q79では「気象学会の取組みが遅

い」という意見も出ている．将来的には，各研究

機関でポスドク研究員を予算的に雇えない状況が

できた時に，日本学術振興会（学振）など国の他

機関が一時的に雇用するなどして，各研究者が研

究を中断することなく個々に研究生活が維持でき

るようなシステムがあってもいいと考える．その

後，元の研究機関に予算ができたら，また研究者

の雇用主を元の研究機関に戻すようなことがあっ

ても良いと思うがいかがだろうか．

③常勤職の大学教員（助教・専任講師・准教授・教

授）の数は学生数と関連するため，今後とも増大

は期待できない．よって，それ以外の常勤ポスト

を作っていかなければ，今行き先に困っている若

手研究者を落ち着かせる解決策はないと思われる．

実際Q83への回答（N09の第11図）では，「常勤の

ポストが少なすぎる」（選択肢 j）が合計で最も多

かった．気象庁・環境省・気象系民間企業等にお

ける大幅な常勤ポストの増加を希望する．また，

海外でのポストの情報も，国際的な研究者ネット

ワーク等を通じて情報提供を拡大すべきである．

例えば，海外の研究機関はもちろんのこと，世界

気象機関など国際機関への人材を送るシステムが

気象学会もしくは政府にあっても良いのではない

だろうか？ 現状では多様なキャリアパスへの展望

が気象系分野の若手研究者には見えず，大学を中

心とした教員常勤ポストに公募し続けてしがみつ

くしかないという傾向が見られる．気象系のポス

ドク研究者で現在残っている研究者は，なんとか

研究を継続しようと必死である．気象系の多様な

研究キャリアパスを考えるべきである．ポスドク

研究者が自分を見つめ直した上で気象業界を去り

たいと思った場合でも，就職のサポートを学会・

教員レベルでもしっかり行える体制があるべきで

ある．博士号取得者であれば新卒採用ということ

はおそらくほとんどなく，中途採用ということに

なるので，この辺りのサポートは非常に大事であ

る．

④大学院進学者数の制限も今後のことを考えれば検

討する必要があるが，それは「現在のポスドク研

究員の行き場をある程度確保できる解決策（見通

し）」が見出された段階でなされるべきものであ

り，先に進学者数の制限のみ行ったとしてもポス

ドク問題の根本的な解決にならないと考える．院

生数を少しずつ減らすなど緩やかな改革は同時並

行で実施しても良いかもしれないが，急激な変革

はまずは避けるべきである．

⑤Q83への回答 g，hに見られるように（N09の第11

図），公募における不透明さをなくすべきである．

常勤職への応募は公平に審査されるべきだが，も

し既に採用内定者がいる場合が仮にあるのであれ

ば，公募にすべきではない．ポスドク研究員は，

こうした「見かけの公募」にも研究時間を削って

応募書類を作成しているのである．これは，研究

の質の低下を招きかねず，非常に良くないことで

ある．

⑥公募でもその他の人事評価でも，現状では「成

果＝論文数」という見方が普及している．Q81に対

して最も回答数が多かった「目先の成果」（選択肢

d：N09の第９図）においても，評価において論文

数がカウントされることが影響していると考えら

れる．論文の出るスピードが分野によって違えば，

成果が出るのが遅い分野の研究者は損をすること

になる．また，ブレイクスルーをもたらすような

〝天気"56．7．

若手研究者アンケートの第１次集計結果の分析と提言588

 

96



内容の論文は賛否両論を呼び起こし，論文が受理

されるまでに長い時間を要することも少なくない．

よって，ブレイクスルーを目指す研究者は論文数

が稼げず，公募で損をすることになりかねない．

こういった状況が続けば，質を伴わない論文の大

量生産やレター誌のみへの大量投稿などといった

問題が当然起こる．これを防ぐためには，「成果」

というものに論文数以外の因子も含んだ評価を積

極的に取り入れていく必要がある．被引用回数な

どを考慮する場合もあると思うが，それ以外にも

以下のようなことの考慮が必要である．例えば，

精力的に学会発表を行ったり，自分の研究の内容

や意義を一般の人々にわかりやすく説明するよう

な機会（アウトリーチ含む）を多く設けたり，実

験や観測のための装置の作成・整備，数値モデル

の開発や利用しやすいマニュアル作りを行なった

り，時間をかけて学生の指導や教育活動に当たる

等の研究教育活動の多様な側面も含めてきちんと

評価すべきである．もちろん，研究成果を論文の

形で精力的に公表することは研究者として当然求

められることだが，その内容を問わず数のみを中

心にして評価すべきではないということである．

Q81へのその他の回答としての意見に「雇用を成果

主義から切離し，安定雇用の上で成果を問うべき」

という意見があったが，より良い評価方法の確立

に向けて大変参考になる意見ではないだろうか．

⑦アンケートへの回答には，常勤職ポスト数が少な

いことに由来すると思しき精神的悪影響がポスド

ク及び任期付研究員の意識に現れてきているよう

に感じられる．それは，Q83の選択肢 b，c（N09

の第11図）にあるような常勤職への不満・再評価

希望などの意見の裏に潜む，常勤職研究者に対す

るある種のねたみのようなものとして伝わってく

るが，Q79・Q80への自由回答にはより具体的で直

裁的な意見が挙っている．穿った見方かもしれな

いが，「どうせ常勤職の人は論文を短期間出さなく

ても来年も研究者として生きていけるのだろう」

というような一種のねたみだろうと一若手研究者

の視点から予想できる．これは本来であれば起こ

らなくてすむ問題であるが，常勤職ポストのあま

りの少なさがもたらした弊害であると考えられる．

さらに，常勤職と任期付きの非常勤職との間に実

際にかなりの待遇の差（Q83回答選択肢 b：N09の

第11図）があることも一因と考えられる．例えば，

非常勤職であれば昇給・賞与がない，官舎の利用

ができない，赴任費用が出ない等の待遇差である．

つまり，経済的にも厳しい任期付き研究員へのサ

ポートが十分でないためより多くの出費を強いら

れることが一因であると考えられる．任期付き研

究員の地位・待遇の改善を行なわなければ，この

部分の改善は難しい．

⑧研究予算の取り決めを行うような政府・国際機関

に，博士号を取得した研究者も事務官として積極

的に採用したり，学界有識者を積極的に参加させ

たりする等，実際の研究社会の現状を理解できる

官僚を育ててゆくべきである．研究の現場が理解

できない文科系の官僚だけで予算を決めていては，

ポスドク研究員確保のための資金改善等がスムー

ズにいくとは到底思えない．理科系研究分野の現

状を研究者の立場から理解できる事務官を増員す

べきである．

⑨若手研究者問題の解決へ向けて，気象学会と他の

学会や機関との連携も重要視されている．問題解

決のために，地球惑星科学連合や他の関連学会と

初期段階から連携して取り組んでゆくべきだろう

か？ それとも，学会に依って状況が異なることも

考慮して，ある段階までは各学会で別個に進めた

上で，最終的に複数の学会からの意見を集約して

政府レベルに上げるべきだろうか？ この辺りの議

論を深めることも必要だと思う．

⑩近い将来への懸念としては，研究コミュニティー

の規模が比較的小さい日本では，「ある研究分野」

の研究者が続々と辞めていったならば，最悪の場

合その分野の研究者が殆どゼロになる可能性があ

ることである．これは気象系だけでなく，理系・

文系問わず，日本の研究社会全体の将来を考える

ととても深刻な問題である．20歳代後半から30歳

代のポスドク研究者が大量に分野を離れた場合，

日本の研究教育にぽっかり穴が空いてしまい，そ

の先の研究者を育てることが困難になる．なぜな

ら，大学院の学生の研究指導のかなりの部分をポ

スドク研究者が担っていることが多いからである．

こんな現状を知って博士課程まで行く学生が減っ

てしまえば，最悪の場合将来を担う研究者が殆ど
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いなくなり，研究分野としての存続が危うくなる

可能性すらある．

言うまでもなく，アンケートへ寄せられた回答は気

象学会の317名もの方々から発せられた生の声として

大変貴重なものである．気象学会員は集計結果に大変

興味を持っているはずである．公表された集計結果と

その分析に基づき，気象学会としての改善策をできる

だけ迅速にまとめて，政府等に上げていただき，若手

研究者が安心して将来の人生が設計でき，研究に没頭

しその資質を高められるような環境作りのサポートを

していただけることを切望したい．上記の私的提案が

問題解決へ向けた議論のきっかけとなれば幸いであ

る．Q79・Q80への自由回答には，「これまでもアン

ケートを取るだけで終わって何も改善されていない」

という意見もあった．このアンケートを最大限に活か

す時期はまさに今だと感じている．
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